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デジタル活用共生社会実現会議ＩＣＴアクセシビリティ確保部会 

電話リレーサービスに係るワーキンググループ（第８回） 

 

１ 日時 令和元年１１月２５日（月）１２：３０～１４：３０ 

２ 場所 総務省 第１特別会議室（合同庁舎２号館８階） 

３ 出席者（敬称略） 

 ○構成員 

  酒井善則（主査）（東京工業大学名誉教授・津田塾大学客員教授）、加納貞彦（主査代

理）（早稲田大学名誉教授）、石井夏生利（中央大学国際情報学部教授）、石井靖乃（（公

財）日本財団公益事業部部長）、石原茂樹（（社福）聴力障害者情報文化センター公益

支援部門部長）、井上正之（筑波技術大学産業技術学部産業情報学科准教授）、今井正

道（（一社）情報通信ネットワーク産業協会常務理事）、小椋武夫（（一財）全日本ろう

あ連盟理事）、川森雅仁（慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科特任教授）、近藤

幸一（（社福）全国手話研修センター）、関口博正（神奈川大学経営学部教授）、西角直

樹（株式会社三菱総合研究所主席研究員）、三尾美枝子（紀尾井町法律事務所弁護士）、

山本一晴（（一社）電気通信事業者協会専務理事） 

 ○オブザーバー 

   大木洵人（（株）シュアール）、黒田勝己（日本電信電話（株））、小竹安治（（特非）

全国聴覚障害者情報提供施設協議会）齊藤剛（ソフトバンク（株））、関田賢太郎（Ｋ

ＤＤＩ（株））、三浦宏之（（株）プラスヴォイス） 

 ○総務省 

  谷脇康彦（総合通信基盤局長）、山碕良志（総合通信基盤局電気通信事業部事業政策課

長）、大村真一（総合通信基盤局電気通信事業部料金サービス課長）、大内康次（総合

通信基盤局電気通信事業部事業政策課調査官）、佐伯宜昭（総合通信基盤局電気通信事

業部事業政策課企画官） 

 ○厚生労働省 

  塩野勝明（厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課自立支援振興室室長補佐） 

４ 議事 

（１） 事務局説明 

 （２）意見交換 
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【酒井主査】  主査の酒井でございます。それでは定刻となりましたので、これより第

８回電話リレーサービスに係るワーキンググループを開催いたします。本日はお忙しいと

ころお集まりいただき、ありがとうございました。 

 それでは、まず議事に先立ちまして、事務局から資料の確認をお願いいたします。 

【長谷川課長補佐】  事務局の総務省の長谷川です。資料の確認をいたします。 

 資料は合計７点あります。資料番号のないものが２点。座席表、議事次第。資料番号の

あるものが５点。資料８－１－１「『電話リレーサービスに係るワーキンググループ』報告

（案）に関する意見募集の結果について」、資料８－１－２「電話リレーサービスに係るワ

ーキンググループ報告（案）」、資料８－１－３「『電話リレーサービスに係るワーキンググ

ループ』報告（案）に対する意見及びこれに対する考え方（案）」、資料８－２「公共イン

フラとしての電話リレーサービスに係る実務者打合せの取りまとめ」、資料８－３「電話リ

レーサービス制度化のイメージ」の合計７点です。不足等ございましたら、随時、手を挙

げてください。事務局からお渡しいたします。 

 冒頭のカメラ撮りはここまでとさせていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 本日の会合直後に、この場所で別の会合が開催されます。準備の関係上、本会合は１４

時半までに終了しなければなりませんので、会議の運営にご協力ください。 

【酒井主査】  それでは、議事に入りたいと思います。最初に資料８－１から８－３ま

でについて、事務局から説明していただきます。お願いいたします。 

【佐伯企画官】  事務局でございます。お手元の資料８－１－１に基づきまして、まず

説明させていただきます。こちらは前回のワーキンググループで報告書（案）を提示させ

ていただきましたが、その後意見募集を、令和７月６日から同年８月５日まで行わせてい

ただきました。その結果、意見提出者数として３８件、提出されております。 

 １枚おめくりいただきまして、簡単に提出された意見の概要と、それに対する考え方の

一部をご説明させていただきます。利用者の範囲についてですが、利用者の範囲を限定し

ないことに賛成するという意見、それから、まずは聴覚障害者を対象としたリレーサービ

スを公共インフラ化した上で、利用者の範囲を拡大するのがよいという意見もございまし

た。 

 通訳方式については、「手話言語」、「文字」のいずれも対象としてほしいというご意

見や、聴覚障害者が音声、オペレーターが文字で通訳する形もあると望ましいというよう
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なご意見もございました。 

 利用時間については、２４時間３６５日間利用できるようにしてもらいたいというご意

見がございました。 

 提供主体については、専用の組織をつくったほうがよいという意見や、聴覚障害者の情

報提供施設についても、当面継続して提供してもらいたいというようなご意見もございま

した。 

 緊急通報については、できるだけ早期に利用環境の整備をしてもらいたいという意見や、

使い方を統一してもらいたいというご意見がございました。 

 １枚おめくりいただきまして、利用料金につきまして、音声と同等の料金体系としても

らいたいというご意見や、かけ放題や固定電話の料金体系が反映されると望ましいという

ご意見もございました。 

 オペレーターについては、通訳者の養成と確保の通訳者の身分保障や養成システムの抜

本的な見直しが必要だというご意見や、地域ごとのオペレーター採用ですとか、通訳者の

性別を指定可能な形態にしてもらいたいというご意見もございました。 

 １枚おめくりいただきまして、費用負担につきましては、現行のユニバーサルサービス

の交付金制度、またはそれに類似するものから負担することが適当であるのではないかと

いうご意見や、音声サービスを利用する全ての方々に広く費用負担を求めることも考えら

れるというご意見がございました。 

 本人確認については、本人確認も電話リレーサービスでできるようにしてほしいという

ご意見がございました。 

 周知啓発については、普及啓発に関して行政主導の取り組みをお願いしたいというもの

や、助成金を創設されるようお願いしたいというご意見や、研修会等は関係団体等が積極

的に主催することが望ましいと考えるというご意見をいただきました。 

 いただいた意見を全てご紹介するのは時間の都合上割愛させていただきますが、こうし

た意見について、考え方といたしまして、それぞれの項目につきまして、表の右側にあり

ますような形で返させていただいているところでございます。 

 その結果、８－１－１の最後のページでございますが、この意見募集を受けて変更した

箇所を、こちらの原案と変更後というような表にまとめさせていただいておりまして、こ

の変更後の部分を前回６月にワーキングでご議論いただきました報告書（案）に溶け込ま

せる形で改正したものを資料８－１－２としてお配りさせていただいているところでござ



 -4- 

います。 

 また、このいただいたパブリックコメントの全文は、お手元の資料８－１－３に掲載し

ております。全体で５８ページとかなり大部になっておりますので、紹介は割愛させてい

ただきます。なお、案について言及しておらず、案と無関係と判断されるもの３件につき

ましては、割愛させていただいているところでございます。 

 資料８－１－１から８－１－３までの説明は以上でございます。 

 続きましてお手元の資料８－２でございます。こちらはパブリックコメントを行ってい

るのと並行いたしまして、実務者によって今後の工程等につきまして議論をしておりまし

た。その結果を簡単にまとめておりますので、お手元の資料をもとに紹介させていただき

ます。 

 まず１ページ目でございますが、用語というところでございまして、電話リレーサービ

ス提供機関、電話リレーサービス事業者、それから電話提供事業者というところは、こち

らの定義といいますか、こちらに書かれているとおりとお考えいただければと思います。 

 その上で、今後のスケジュールでございますが、ワーキンググループのこれまでの基本

的な考え方といたしまして、「電話の利用環境と同等の利用環境を整備することを目指し、

可能なものを段階的に導入すること」という形で整理させていただいておりましたところ、

それに向けての工程を策定したところでございます。 

 まず開始時期については、制度整備、システム開発、緊急時の通報、オペレーターの養

成、周知広報などに必要な期間と、これまでに日本財団が行っておられましたモデルプロ

ジェクトの終了予定時期（２０２１年３月）を勘案して、２０２１年度中の開始を目指す

ということでコンセンサスが得られたところでございます。ただ、※にございますが、準

備状況等により、こちらの工程については変更があり得るということを記載させていただ

いております。 

 この場合でございますが、２つ目の丸になりますが、公共インフラとしてのサービスの

開始時期が、日本財団のモデルプロジェクトとの間で一定の空白期間が生じてしまう可能

性があるところでございますが、こちらについては空白期間が生じないよう、両サービス

の間において調整する必要があり、この際、既存利用者の移行を円滑に進めるため、移行

する方法についても検討するとさせていただいております。 

 続きまして、１枚おめくりいただきまして、３つ目の丸になりますが、サービス開始当

初の提供条件といたしましては、これまでのワーキンググループでの議論ですとか、パブ
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リックコメントの意見を踏まえまして、２４時間３６５日の提供、緊急時の通報、双方向

化の実現を目指すとさせていただいております。なお、サービス開始当初に実現できない

機能につきましては、引き続きサービス改善や拡充を検討していくとしております。 

 続きまして、３の実施体制のところでございます。現状のサービスを最大限活用すると

いう声が大きかったところでございますので、この現在のモデルプロジェクトのサービス

や機能などの移行に加えて、実現されていないものについて関係者が協力し、実現に向け

て取り組むという形で整理させていただいております。この際、電話リレーサービスの提

供機関は、今後、募集により決定することを想定しているところでございます。 

 また、これまでのノウハウを最大限に活用するとともに、既存利用者の移行を円滑に進

めるため、日本財団様におかれましては、この提供機関と連携して、開始に向けて協力す

るという形にさせていただいております。 

 また電話提供事業者は、この公共インフラとしてのリレーサービスの実施において、一

定の役割を担うことが期待されますところ、今後はその役割について、国における制度整

備を踏まえて具体化するとさせていただいております。 

 続きまして、４番の個別課題への対応のところでございます。１つ目の丸でございます

が、まず緊急時の通報でございます。こちらに当たりましては、サービス利用者が所在す

る地域を管轄する緊急通報受理機関への接続を円滑に進め、サービスの開始当初から緊急

時の通報を可能とするために、この電話リレーサービス事業者と緊急通報受理機関との間

に接続機関を介する形態で実現する方向で、電話リレーサービスの提供機関主導により必

要な調整を行うと整理しております。将来的には可能な限り電話による緊急通報と同等の

環境を整備することを目指して、継続的に検討するとさせていただいております。 

 おめくりいただきまして、②のシステム開発のところでございます。こちらもモデルプ

ロジェクトの既存利用者の移行を円滑に進めて、できる限り早期のサービス開始を可能と

するために、現在使用されているＷｅｂＲＴＣ技術を使ったブラウザベースの基幹システ

ムを継続的に使用する方向で、電話リレーサービス提供機関の主導により必要な改修を行

うとさせていただいております。ただ、※で書いてありますとおり、可能な限り電話と同

等のシステムの構築を目指すために、中長期的に別のシステムを導入・検討することを妨

げるものではございません。 

 この基幹システムの改修に際しましては、健聴者からの通話を可能とする双方向性です

とか、緊急通報受理機関への通報機能を一定レベルで実現するとともに、課金機能の具備



 -6- 

ですとか、管理機能の拡張等に留意するとしております。 

 また、課金システムにつきましては、リレーサービスの提供機関と健聴者間の電話料金

相当額を公共インフラとしてのサービスの利用料金として、下に図で書いてありますよう

に、聴覚障害者発健聴者着の利用料金は、電話リレーサービス提供機関が聴覚障害者に請

求すること、それから反対方向でございますが、健聴者発聴覚障害者着の利用料金は、健

聴者が契約している電話提供事業者が徴収することを前提として、システムを構築すると

させていただいているところでございます。 

 こちらの中でリレーサービスの提供機関が聴覚障害者から徴収する利用料金については、

電話と同程度の従量料金を前提として、具体的な料金につきましては、このリレーサービ

ス提供機関が設定するとさせていただいているところでございます。 

 続きまして、③のオペレーターの養成・確保でございます。サービス開始に向けては、

リレーサービス事業者等はオペレーターの養成・確保に協力して、サービス開始後は、リ

レーサービス提供機関等がオペレーターを養成するとさせていただいております。 

 最後、④周知広報のところでございますが、国、リレーサービス提供機関、電話提供事

業者、情報提供施設、関係団体等は、適切かつ効果的に周知広報を行うため、関係者間で

密接に連携しつつ、それぞれの立場で周知広報を行うこととして、それぞれ検討を進める

というようなことでございます。この際、モデルプロジェクトの終了に関する周知広報と

の連携についても検討するとさせていただいております。 

 以上、ご説明申し上げたものを簡単に１枚の図で示したものが、最後の線表のようなも

のでございます。一番上の少し青い網かけがされているところでございますが、２０２１

年度（令和３年度）中のサービス開始を目指すというところでございます。そこから逆算

するような形で、提供機関の決定があり、その前には制度が整備されていないといけない

ということで、現在電話リレーサービスの制度化について、国のほうで検討を進めている

ところでございます。後ほど少し説明させていただきます。 

 それから、それと並行するといいますか、一番下、現在日本財団によって進められてい

るモデルプロジェクト、こちらは２０２１年の３月３１日、２０２０年度末をもって終了

することがアナウンスされておりますので、この一番上の公共インフラとしての電話リレ

ーサービスのサービス開始の間に空白期間が生じないように、きちっと連携していく必要

があろうということを書いております。 

 公共インフラとしての電話リレーサービスの個別の内容につきましては、表の中には、
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緊急時の通報ですとか、システム、オペレーター養成、周知広報と、先ほど申し上げたよ

うな項目が記載されておりますが、こちらもこの令和３年度中のサービス開始に向けて、

そこから逆算するような形で、きちっと関係者間で検討を行っていくというようなことを

書いているところでございます。 

 緊急時の通報につきましては、やはり電話リレーサービスの提供機関が主導して行って

いきますし、オペレーターの養成につきましては、今現在、厚生労働省を中心に検討を進

めていただいているところでございますし、周知広報は先ほど申し上げたとおり、それぞ

れの立場でしっかり、これは当然サービス開始の前から行っていく必要があると考えてい

るところでございます。 

 以上、簡単でございますが、前回のワーキング以降の動きといたしまして、この実務者

打ち合わせで取りまとめられた項目につき、ご説明させていただいたところでございます。 

 続きまして最後になりますが、資料８－３をごらんください。こちらは、現在国のほう

で検討しております電話リレーサービスの制度化のイメージでございます。一番上の四角

にありますように、この電話リレーサービスというものは、聴覚障害者等による電話の利

用を円滑化する上で重要となっているというような前提に立ちまして、誰でも電話が使え

るようにするために、電話リレーサービスの安定的かつ適切な提供の確保を図る。そのた

めに、総務大臣が策定する基本方針について定めるとともに、この公共インフラとしての

サービス自体が安定的に維持できますように、電話リレーサービス提供事業者に対する支

援措置その他の措置を講ずることを想定した、たてつけとなっているところでございます。 

 ポイント２点でございますが、１点目は国による基本方針の策定でございます。総務大

臣が電話リレーサービスの安定的かつ適切な提供の確保等に関する基本方針を定めること

とするとともに、国や電話サービスを提供する電気通信事業者、電話事業者と書かせてい

ただいておりますが、それに加えて国民や事業者等のおのおのの責務について定めること

を想定しております。この基本方針の中に、これまでのワーキングで議論していただいた

ような細かい論点等が入っていくようなイメージでお考えいただければと思います。 

 それから、制度化のポイントの２点目でございますが、電話リレーサービス提供事業者

に対する交付金の交付でございます。電話事業者の負担によって、電話リレーサービス提

供事業者の事業に要する費用を賄うことによって、電話リレーサービスの安定的かつ適切

な提供の確保を図る制度を創設することを想定しているところでございます。あくまでこ

ちらは現時点での想定というような形ではございますが、現状このような制度化を検討し
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ているところでございますので、お知りおきいただければと存じます。 

 事務局からの説明は以上になります。 

【酒井主査】  どうもありがとうございました。 

 本日は事務局から説明があった事項についてご討論いただくとともに、最初に構成員及

びオブザーバーの皆様に、一言ずつコメントをいただければと思います。内容は質問でも

感想でも結構ですのでよろしくお願いします。私から順にお声がけしますのでよろしくお

願いいたします。ご発言いただく際は、発言者のお名前と、資料を参照している場合には、

どのページについてお話をしているのかわかるようにしていただきたいと思います。 

 それでは順にお願いいたします。まず、加納副主査からお願いいたします。 

【加納主査代理】  加納でございます。 

 去る６月２８日の第７回開催から約５カ月たったわけですが、この間、総務省さんの中

だけでなく、実務者打ち合わせも開かれたようで、大分今回の資料で具体化してきたと思

いました。それで、まず関係者の皆様のご努力を多としたいと思います。特にサービス開

始目標を２０２１年度と具体的に示してくださったことを、大いに評価させていただきま

す。今回紹介された内容について、基本的に異論はありません。賛成です。だけど、以下

４点ばかり質問と意見を述べさせてください。 

 １点目は質問です。資料８－３の一番下のほうの制度化のポイント②を見ますと、費用

負担について、電話事業者の負担により、その拠出によってこの制度を実現するとなって

いますが、私の記憶が正しければ、電話番号ごとにユニバーサルサービスに似た制度もあ

るということが大分議論されましたけど、こういうふうになった理由というか経緯、及び

今後の具体化の予定について教えてくださるようにお願いします。 

 それから２点目も質問ですが、資料８－２の１項の用語及び、その８－２の中に、新た

に公共インフラを提供するものとして電話リレーサービス提供機関を設立する、今後募集

により決定とありますが、これはどういうイメージなのか。おそらく法制度も絡んでくる

と思うんですが、現在この電話リレーサービス提供機関についてどのようなお考えをお持

ちか、また今後の予定についてもお聞かせいただきたいと思います。 

 それから３点目も質問です。少し細かくなるんですが、資料８－２の４項の緊急時の通

報、これは皆さん大変関心があるところですが、「電話リレーサービス事業者と緊急通報

受理機関との間に接続機関を介する形態で実現する」とあります。このような形態をとる

目的は、聴覚障害者からの緊急通報の方法を統一して、この接続機関で受けた後、各消防、
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警察、海上保安庁などの受理機関に、それぞれの通報方法に従って一元的に通報するとい

うことだと思います。ということならば、早期に実現する方法として実現可能だと思いま

すので、賛成します。 

 ただ、２点ほどこの形態について意見を申し上げさせてください。１点目は、この接続

機関は電話リレーサービス事業者がなるのがふさわしいと考えますが、このように考えて

よろしいんでしょうか。それから２点目は、これは緊急通報ですから、信頼度向上のため、

少なくとも二重化する必要があります。この場合は、異なる電話リレーサービス事業者で

二重化するのが、信頼度向上のために望ましいと思います。 

 それから４点目は意見です。今回はどの資料も、聴覚障害者に付与する電話番号につい

て触れていませんが、聴覚障害者の方の関心が高いのはもちろん、今後の技術検討の上で

も必須の条件になります。番号は、私が言うまでもありませんが、総務省の中の電気通信

番号委員会などでの審議が必要なので、２０２１年度のサービス開始を目標とするなら、

ぜひ今後の検討課題の一つとして、番号も明記していただいて、検討体制を整備してくだ

さるようにお願いします。 

 以上です。 

【酒井主査】  どうもありがとうございました。それでは、今、質問事項がかなりあり

ましたので、事務局、お願いいたします。 

【佐伯企画官】  事務局でございます。まず、加納先生の質問の１点目でございます。

資料８－３の制度化のポイントの左側のところでございますが、制度上はこちらの電話事

業者からの拠出とさせていただいているところでございます。現状の地域格差を是正する

ためのユニバーサルサービス制度を維持するための交付金につきましても、法令上の書き

ぶりとしては、この電話事業者が負担するというような形になっております。ただ実態と

いたしまして、政省令のほうで、利用者に負担をいただくこともできるようなたてつけに

なっているところでございます。 

 現在検討している段階での制度のイメージを、こちらの資料８－３に書かせていただい

ている次第でございまして、この先の話につきましては、今後同じような形で、国民の皆

様から浅く広くいただく形もできるような形で取り進めることができないかということで、

検討を進めている次第でございます。資料上、若干そこは誤解を生じるようなところがご

ざいますが、ご理解いただければと存じます。 

 それから２点目でございます。資料８－２のところでございますが、今後の提供主体に
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つきましてご質問があったかと思います。実施体制のところでございますが、こちらは先

ほど来書いてありますとおり、電話リレーサービスの提供機関につきましては、今後募集

により決定することを想定と書かせていただいております。 

 たてつけ上は、先ほどの資料８－３でもございましたとおり、総務大臣が、この電話リ

レーサービスの提供事業者につきまして指定するような形になろうかと思いますので、今

後募集を行った上で、手が挙がったところを、公平、中立に決定することを想定している

ところでございまして、現在、関係者等でそういう提供主体となり得るところがないか、

検討されているとも聞いておりますので、そうしたところを考えておりますが、当然こち

らは募集でございますので、複数がそういうものを考えているときは、公平に審査すると

いう形になろうかと思います。 

 それから、３点目の緊急通報の点でございます。早期実現の観点から、接続機関を介す

る形についてご賛成いただいたとご理解いたしております。おっしゃるとおり、接続等に

ついてかなりテクニカルにも時間がかかるというようなところで、このワーキングの中で

も消防機関ですとか警察機関から、この接続時間を介するというアイデアをヒアリングの

中で示していただいたところでございまして、こうしたところを介在することについては、

緊急通報受理機関側も何とかなるんじゃないかというところでございます。 

 一方で利用者側からいたしましては、先ほどありましたような電話リレーサービスの提

供機関に対して同じような通報を行うということでは、そこは一元化されるといいますか、

電話リレーサービスの提供機関に電話といいますか、そのリレーでのアクションを行うと

ころにつきましては、シンプルな仕組みになろうかと思いますので、そちらにつきまして

は混乱を招かないような形になるのではないかと考えております。 

 信頼度向上のため二重化すべきではというところはございますが、こちらにつきまして

は、当然そのほうが望ましい形ではありますが、そこは早期実現との兼ね合いというとこ

ろがございますので、ちょっと今後の検討課題ではないかと考える次第でございます。 

 最後、ご意見をいただきました番号についてでございますが、こちらで導入するシステ

ムといたしましては、この資料８－２で書いてありますとおり、現時点では３ページにあ

りますように、今、日本財団のモデルプロジェクトで使用されているＷｅｂＲＴＣ技術を

使ったシステムを考えているところでございます。 

 実態上、これで利用者の方々に、ＩＰ電話の裏番号のようなものをつける形で導入する

ことが可能であるということを聞いているところでございますので、それが全ての解決方
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法というわけではないかもしれませんが、一応そういうような意味で、その番号の付番と

いうのは、既に割り当てられた電話番号でございますが、そちらが使えるような形になる

こともあり得るのではないかと、実務的な検討を聞いているところでございます。 

 ちょっと長くなりましたが以上でございます。 

【酒井主査】  よろしいですか。 

【加納主査代理】  大変よくわかりました。ありがとうございました。 

【酒井主査】  どうもありがとうございました。最初の電話通信事業者の拠出のところ

は、このままだと確かに少しわかりにくいところがありますけど、これ以上は書けないと

いうことだと思います。 

 それでは続きましてこちらからということで、三尾構成員、お願いいたします。 

【三尾構成員】  弁護士の三尾でございます。お世話になります。 

 今回おまとめいただきました報告書と、実務者打ち合わせの取りまとめにつきまして、

感想を述べさせていただきたいと思います。 

 今回は、安定的、継続的なサービスの実現可能性という観点から検討し、できるだけ早

期な実現のために、実現可能なところから随時実行していくという、最初の方向性が示さ

れたと思います。そして、それを前提に細かく方策を整理していただいたのが、この８－

２の実務者打ち合わせの取りまとめと理解しております。この取りまとめの中で、２ペー

ジ目なんですけれども、最初の丸、「サービス開始当初の提供条件として、２４時間・３

６５日の提供、緊急時の通報、双方向化の実現を目指す」と明記されているところは非常

に重要ではないかなと考えております。 

 といいますのは、このようなサービスの提供条件というのは、この委員会の中で議論し

てきまして、サービスの提供を受ける方々やサービスを提供するものとそれぞれ議論した

結果、これは最低限必要な条件であるということで合意ができたもので、その合意に基づ

いてその実現を最初に目指すというところを明記した点は、成果として非常に意義深いか

なと考えております。早期の実現というところから、当初に実現できなかったとしても、

引き続き検討していくということも書かれておりまして、このあたりの議論の結果を実際

に実現していくといったような明確な方向づけがされている点は、私としては非常に評価

できるのではないかなと考えております。 

 そういったことを前提にいたしまして、このような制度が周知され、公報によって幅広

く利用者が拡大していって、国民全体の中でいろんな障害を持っていらっしゃる、不自由
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を感じていらっしゃる方々が、できるだけいろんなサービスの提供が受けられるような社

会が実現できるのではないかなと考えておりますので、そのようなサービスの拡大、幅広

い周知を今後も期待しているところでございます。 

 一方で、一応の方向性が示されまして、タイムスケジュールも明確になってはいるので

すけれども、テクノロジーの進歩というのは、もうそれを超えたものがあるかもしれませ

んので、そういった進化していく新しいテクノロジーをどんどん取り入れて、定期的にモ

ニタリングをしながら、スケジュールを見直していって、できるのであれば、計画の前倒

しやもう少しいいサービスの実現といったことも検討していただければいいなと考えてお

ります。 

 以上です。 

【酒井主査】  どうもありがとうございました。 

 それでは、関口構成員、よろしくお願いします。 

【関口構成員】  神奈川大学の関口でございます。今回の取りまとめについては私も賛

成しておりますので、本日はそれについての感想を述べさせていただければと存じます。 

 今まで日本財団さんが、この電話リレーモデルプロジェクトという形で蓄積されてきた

ノウハウについては、大変感謝申し上げるともに、今後、円滑にこれが制度として成り立

っていくように、今後ともサポートをお願いできればと思っています。 

 資料８－３につきましてが、今回実は一番大きなハードルを乗り越えるための成果だと

考えております。電気通信事業法の音声電話通信サービスについては、健聴者をベースに

した考え方をとってきたということもあり、この電話リレーサービスが音声通話と同等な

ものであるということには、やはり解釈が難しかったものですから、この８－３が法案と

して成立して制度化されることによって、制度として成り立つ道が開かれたんだと理解を

しております。 

 先ほど加納委員からもご指摘ありましたように、既に電気通信事業法上のサービスとし

ては、ユニバーサルサービス基金制度という制度が稼働しておりますので、８－３の法案

の成立によって、アナロジーとなる事業にも先例を活用することができるようになると私

も期待をしております。 

 今回は総務省が主体となって、この会議を続けてきたわけでありますが、この電話リレ

ーサービスが制度化されたことに加えて、せっかく総務省が担当しているということで、

ＩＣＴの利活用もぜひ類似サービスとして普及することを私は望んでおります。 
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 実は私は今、１年生の聴覚障害者を担当していまして、講義はＵＤトークというソフト

を活用して、マイクを２つ持って講義をしております。その学生の履修している科目全て

にお願いしているわけですが、精度が結構高いのです。ただ、専門用語についての変換が

いま一つなので、両側に補助者の学生アルバイトをつけて、変換ミスはそこでカバーする

ようにしており、それによって講義を受講するに際して、健聴者と同じように理解しても

らえていると考えているんです。 

 このＵＤトークというのは、法人契約は有料なんですけれども、プライベートユースは

無料でダウンロードするようにしていますし、それからＮＴＴドコモさんからも、「みえ

る電話」という無料アプリを既に提供されています。これは電話リレーサービスとは違う

ものなんだというふうに会議の議論の中で整理されているのは存じ上げておりますが、ぜ

ひこういったＩＣＴの利活用も含めて、さまざまなツールで聴覚障害者の方たちの利便性

を少しでも向上することができればと期待をしております。 

 以上です。 

【酒井主査】  どうもありがとうございました。 

 それでは、川森構成員、お願いいたします。 

【川森構成員】  慶應義塾大学の川森です。どうも今日はこういう発言の機会を与えて

いただきましてありがとうございます。 

 大変まとまった資料で、将来に向けて電話リレーサービスの制度化が進むであろうとい

うことで、期待に非常に胸膨らませている状況でございます。確信に近いものになってき

たと思います。 

 私も３つほどコメントさせていただきたいと思います。１つは資料８－２のシステム開

発のところ、それとあわせて８－１－２の資料の前から申し上げています、２５ページの

実現に向けた方向性のところなんですけれど、まずシステム開発に関しましては、このＷ

ｅｂＲＴＣ技術を使ったブラウザベースというのは非常に斬新的で、国際的に見てもすば

らしいんじゃないかなと思っております。 

 こういう通信の仕組みに関しまして、先ほど電話番号のお話もありましたけれど、これ

は電話番号そのものは、国際通話の場合ですと、例えばＩＴＵみたいなところで標準化さ

れておりますし、将来的にこれを日本発のウエブベースの電話リレーサービスのシステム

として、海外にもぜひ展開していただければと、私としては思っております。 

 そういう場合、やはり標準化を見据えて、ぜひ専門家による議論を活発化させていただ
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き、例えばＴＴＣのようなところで技術的な通信の専門家を中心として、ＷｅｂＲＴＣと

電話との接合、あるいは電話番号との接合、あるいは国際的な標準化への提案などについ

て、ＴＴＣなどの機関で議論していただけると、非常によろしいんではないかと思ってお

ります。 

 それから、今コメントがありましたけれど、音声認識を使った新しい技術やなんかにつ

いてですが、２５ページのところに、以前にもコメントさせていただいたように、音声認

識エンジンを使って、それで入れかえというわけではなく、やはり音声認識の場合、９９.

９％になっても、実際の理解度というのはなり低くなってしまいますので、ほぼ１００％

に近いものじゃないと、実際には人間のかわりには使えないんじゃないかなと思っており

ます。 

 ですので、やはり人間を補完するという形で使うのが、今の段階ではよろしいんじゃな

いかなと思っておりますので、ぜひリスピークというのを積極的に使っていただいて、海

外ではもう既に標準的に、文字化をするときにはこの音声認識を使うのが普通になってお

りますので、ぜひ進めていただけるとありがたいと思っております。 

 もう既に「こえとら」とか、成田やいろんなところで使われている翻訳の翻訳技術とか、

音声認識を使った実際のアプリケーションというのもかなり開発されておりますし、そう

いう国の予算を使って開発されたものをＮＩＣＴなどと協力しながら、この電話リレーサ

ービスにどう組み込んでいくかというところも、システムの内容と合わせて議論していた

だけるとありがたいと思います。またこういうのを、さらに国際標準化という形でどう使

ったらいいのかというのも、やはりほかの国に対しての参考となると思いますので、そう

いうところも考慮いただけるとありがたいと思います。 

 それから最後のほうに、システムと、あとはオペレーターの養成のところがちょっとあ

りましたけれど、オペレーターに関しましては、電話リレーサービスの場合には対面の場

合と違いまして、手話の場合はビデオ、音声の場合は文字に起こすだけじゃなくて読み上

げるということもありますので、今までの要約筆記の方たちの訓練とか、あるいは対面で

の手話通訳と、かなり違った訓練が必要だと思われます。またプライバシーという、オペ

レーターを保護する、ストレスを軽減させるということも必要だと考えております。 

 そういう意味で、サービスの高度化とか汎用化、それからオペレーターの保護、ストレ

ス軽減などということのためにも、新しい技術をどんどん使っていくのがいいんじゃない

かなと考えております。例えばＡＲ（Augmented Reality）を使ったり、音声を変換するこ
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とによって、見ている人と、それから実際にやっている人の見え方がユーザーによって違

うとか、聞いている人の声が違うとか、あるいは話している人の声が、少しスピードが遅

くなって聞こえるとか、そういう技術というのはもう既に開発されておりますので、そう

いうＩＣＴ技術をぜひ使っていただきたい、システムの中に盛り込んでいただきたいと考

えております。 

 また、ＡＩだけでなく５Ｇとか８Ｋとか、これからは新しい通信インフラというのも出

てきますので、そうすると、よりよい画像とか、よりよい通信のインフラも使われるよう

になってくると思いますので、そういうところと整合した形でのシステム設計というもの

を、ぜひ日本が世界を引っ張っていくような形で、またこれも標準化を目指していただけ

ると大変ありがたいと思います。 

 以上です。 

【酒井主査】  どうもありがとうございました。 

 それでは続きまして、小椋構成員、よろしくお願いいたします。 

【小椋構成員】  全日本ろうあ連盟の小椋です。長い間、聞こえる人と対等に社会参加

ができないという問題がありましたが、今日取りまとめていただきましたこの資料では、

大変大きな進歩があり、ほんとうに喜ばしいことだと思っております。 

 質問が２点と、意見が１点ございます。１つ目、質問なのですが、資料８－２の始めの

あたりで用語の整理があります。こちらの電話リレーサービス事業者の中に、提供機関か

ら委託を受けるという書き方になっておりますが、委託というのはどういった意味なのか。

例えば運営を全て任せるということなのか、手話通訳の養成のみなのか、具体的に教えて

いただきたいと思います。 

 次、２つ目、同じ資料の中です。３番目、実施体制について。※のところです。電話リ

レーサービス提供機関は、今後、募集して決定することが想定されると書かれています。

これはどのようなことなのかちょっとわかりづらいので、説明をお願いします。例えば１

つの団体あるいは会社に決定して、そこに任せるということであれば、これはちょっと私

の想定とは違い、合わないかと思っています。 

 公共インフラとして実施する体制を進めていくためには、例えばオペレーターの養成、

あるいは周知広報活動といったことが必要となります。そういった意味で、制度の運用を

進めていくうえで、聴覚障害者の当事者団体、また手話、文字のオペレーターの団体が決

定に関与できるような組織にしていただきたいと思っています。 
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 先ほどのお話にありました募集について、当然中立的な立場で決定しなければならない

とおっしゃいましたが、当事者不在の体制では聴覚障害者の生活の状況、あるいはニーズ

についてほんとうに把握できるのかどうか、非常に懸念されるところです。そのようなこ

ともぜひ含めて検討をお願いしたいと思います。 

 そして３番目、ワーキンググループの中で書かれています、このオペレーターになれる

通訳者の条件のところです。もちろんきちんと伝えることができる通訳者を選任し、オペ

レーターとしての契約をするためには、いろいろな条件が必要だと思います。それらにつ

いて具体的に進める場合、一体誰が責任を持って見極めて選任するのかが課題となります。 

 今、オペレーターの養成については、日本財団の助成で連盟や多くの関係団体と共にそ

ちらのワーキンググループの中で厚生労働省とすり合わせをしながら検討を進めている状

況です。具体的な内容は、今後も全日本ろうあ連盟の中でも検討していいのか、ぜひ確認

をしたいと思っています。 

 以上です。 

【酒井主査】  どうもありがとうございました。それではただいまの点、事務局のほう

からお願いします。 

【佐伯企画官】  事務局でございます。質問の１点目でございますが、この資料で言う

ところの委託とはどういう意味なのかというところでございますが、こちらは養成だけは

なくて、その運用も含めた委託を可能だと資料８－３の※で書いているところでございま

す。基本的には特段何も書かないと思いますので、ある意味、この電話リレーサービス提

供事業者に委ねられるというような形になるかと思っております。 

 それから、ご質問の２点目、実施体制のところでございます。こちらにつきましては、

やはりこの資料８－３の制度化のところにも関係するところでございますが、このような

広く公的な交付金をもって行うような公共サービスでございますので、総務大臣が指定す

るということを考えているところでございます。 

 もちろん当事者団体の方々のご意見というもの自体は、サービス運営に当たって非常に

重要な点でございますし、そのような意見を聞かなければいけないところはございますが、

そちらにつきましてはどちらかというと、この資料８－３で言うところの基本方針の策定

等で書かれるような話でございまして、こちらにつきましては、各プレーヤーがおのおの

の役割、責務について、どうあるべきかを定めることを想定しているところでございます

ので、こういうところできちっと当事者の方々のご意見を聞く形で制度化することが求め
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られると考えているところでございます。 

 それから３点目の確認のところでございますが、オペレーターになれる通訳者の条件に

つきましては、養成・確保の中で、引き続き厚生労働省でも今ご検討なさっていると聞い

ておりますので、こちらにつきましては、当事者団体の方々を含めて、資料８－２の一番

最後のスライドの線表の中で書いてありますように、この養成・確保の検討をいただいた

上で、既存の電話リレーサービス業者等によるオペレーター養成・確保の協力も得ながら、

このサービスの開始までに準備していくべきものと考えているところでございます。 

 以上です。 

【酒井主査】  よろしいでしょうか。 

 それでは、続いて井上構成員、よろしくお願いします。 

【井上構成員】  筑波技術大学の井上と申します。 

 この報告書（案）につきましては、また資料８－２と３につきましては、２０２１年度

にサービスを開始する、それまでに条件、例えば２４時間３６５日、双方向でできるとい

うようなことが明記されています。非常にすばらしい内容だと思っています。 

 私は聞こえない障害者として、当事者として、また電話リレーサービスの利用者として、

電話リレーサービスを研究してきた立場で、日本がようやくスタートできる見通しができ

たということを、非常にすばらしいことだと考えています。これまで努力された総務省の

皆様に、ほんとうに感謝を申し上げたいと思っています。この報告書（案）については私

は賛成をいたします。その上でちょっと確認させていただきたいといいますか、意見が幾

つかございます。 

 まず１つ目、先ほどから技術の進歩について、どんどん取り入れていくべきだというよ

うなお話が出ていたかと思います。例えば音声認識、ＡＩの技術といったようなお話が出

てまいりました。ですけれども、やはり私としては、まずは聞こえる人、聞こえない人が

電話でのコミュニケーションをきちんとできるようにすること、これがもう大前提にある

と思っています。その場合に、例えば音声認識に１００％任せて、それが可能なのかとい

いますと、はっきり言いますと、これは大変厳しいことだと思っています。 

 ドコモで「みえる電話」というサービスが始まりましたけれども、私は実は使っていま

せん。試したけれども結局使えなかった。間違いが多いんです。わかるというところはい

いんですが、時々全く違ったような意味で変換される場合がありまして、そういうことも

考えますと、２０２１年度までにオペレーターを利用した電話リレーサービスの体制をき
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ちんとつくっていくこと、ここからまず始めるべきだと思っています。これが１点目です。 

 そして２点目、日本財団でウエブベースのシステムをもとにつくっているというような

お話がありましたが、これはいいと思うんです。ただ、実際の問題として、日本財団さん

のこの電話リレーサービスは、やはり高齢者、普通の聾啞者の中には高齢者ももちろんい

ます。高齢者がなかなか使いづらいという声が多いんです。 

 例えばウエブベースといいますと、それはいいんですが、専用の端末が必要になるとか、

以前ＮＴＴがテレビ電話のようなものを使ったと思うんですが、これはもう今では使って

いない。このように、つなぐだけの電話サービスみたいなものも提供できるような考えが

必要ではないか。その場合、厚生労働省の日常生活用具の中で、聞こえない人たちが費用

負担をかなり軽減できる使い方ができるようなことも検討するべきではないかと思ってい

ます。 

 あとは、非常に細かいことになるんですが、ちょっと重箱の隅をつつくようで申しわけ

ないんですが、資料８－２、１ページの中に、公共インフラとしての電話リレーサービス

を２０２１年４月２日から開始すると書かれています。その次、８－２の最後のところに

は、一般財団の電話リレーサービスが３月３１日に終了すると書かれています。３月３１

日に終わり、４月２日に次が始まるということは、４月１日はどうなるんでしょう。一応

念のために確認という形なのです。 

 以上です。 

【酒井主査】  どうもありがとうございました。４月１日は続けるようにできるんです

よね。 

【佐伯企画官】  事務局でございます。まず３点目のところから申し上げますと、こち

らは非常に役所的な表現になってしまいますが、この開始時期が４月２日以降となる場合

には問題が生じてしまうので、空白期間が生じないように検討しましょうというような形

でございます。そういう意味では、４月１日より後とかそういう書きぶりをしたほうが、

よりわかりやすかったのかもしれませんが、空白の１日がどうのみたいなそういうような

意図ではございませんので、そこはご承知おきいただければと存じます。 

 それから、そのほか２つのご指摘がございました。まず１点目でございますが、この技

術進歩の話でございます。おっしゃるとおり、現時点でさまざまなサービスが、民間事業

者含めいろいろ出てはいると思いますが、１００％を任せるのは厳しいというのは、現時

点ではおそらくおっしゃるとおりなのかと思います。 
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 ２０２１年度までにオペレーターを利用した体制をつくることと、今ご意見をいただき

ましたが、そのつもりで考えるとともに、一方で中長期的な話といたしまして、先ほど来

ほかの先生方からもいただいておりますように、ＩＣＴ技術の進展というのも非常に早い

ところでございますので、こうした技術進化もしっかりと制度に入れていくことを想定し

ないといけないのではないかというところでございます。こちらは当然両方併存する概念

であると思いますので、ご理解いただければと思います。 

 それから、このウエブベースを使うのはよいが、高齢者等で使いづらい声も多いという

ようなお話もございました。現時点でモデルプロジェクトで提供されております日本財団

のシステムも、基本的には専用端末ではなくて、スマートフォンですとか、パソコン等で

ご利用になられているかと存じます。かなり一般的なそういう端末を使ってサービスされ

ているところかとは思いますが、それでもその専用の端末が必要になるという声も、それ

はあるのかもしれないと思っております。 

 そちらにつきましては、基本的にはこれからの周知、広報というようなものを、この各

プレーヤーが積極的に行っていくところも、実務者打ち合わせ、それから報告書の中でも

ご同意いただいているところでございますので、基本的にはその周知、広報の中でしっか

りと進めていくことを考えている次第でございます。 

 支援機器のようなものにつきましてはちょっとわかりかねますが、厚生労働省から何か

補足のようなものがございましたら、よろしくお願いします。 

【酒井主査】  どうぞ。 

【塩野課長補佐】  厚生労働省でございます。日常生活用具の関係でございますが、済

みません、個別の制度の対象になるものは、ちょっと恐縮なんですが存じ上げていません

が、これは日々検討が進んでいるところでありますので、ご意見を踏まえて、私どもも何

ができるか検討したいと思います。 

【酒井主査】  よろしいでしょうか。 

【井上構成員】  はい。ありがとうございました。 

【酒井主査】  じゃ、どうもありがとうございました。 

 それでは、石井夏生利委員、よろしくお願いいたします。 

【石井（夏）構成員】  中央大学の石井です。事務局の皆様におかれましては、報告書

（案）のご執筆、大変お疲れさまでした。内容に関しては私も賛成したいと考えておりま

す。 
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 私のからは２点お話ししたいことがございます。１点目は全体的な感想です。電話リレ

ーサービスを公共インフラとして明確に位置づけた上で、安定、円滑な運用のための国の

制度化というものが実現することは、今回の検討の大きな成果であると認識しております。

電話リレーサービスは、利用者も提供事業者も数が少ないという点で、電話と同様のサー

ビスが実現されてこなかった、そのような状況を改善する、大変よい機会になったと感じ

ているところであります。今後は、人命にかかわる緊急通報でもこうした制度が生かされ

ていくことを期待しております。 

 ２点目は、今後に向けた意見です。技術開発の進展を考慮に入れるということで、新し

い技術を積極的に取り入れていくべきと私も考えているところであります。既にほかの委

員の先生からも、技術発展に関するさまざまなコメントがあるところですが、関係すると

ころとしましては資料８－１－２の報告書（案）の中の２４ページから２５ページ、この

あたりのご意見が先生方からあったところかと思われます。 

 私自身の過去の意見の繰り返しにはなりますが、音声認識技術などのＡＩ技術を用いた

テクノロジーが日々進歩しているということは明らかでして、ほぼここ１０年間を見るだ

けでも、ビッグデータ、スマートフォン、ＩｏＴ、クラウドといったサービス開発に加え

て、５Ｇといったネットワーク技術分野の進歩は目覚ましいものがあります。この点につ

いては異論のないところかと思われますけれども、そのような中で、将来的にはこうした

技術を用いて、現在の電話リレーサービスと実質的に同等なサービスの実現というものも

期待できるのではないかと、私自身は考えているところです。 

 この報告書の冒頭のあたりで、２００２年に始まった電話リレーサービスは、必ずしも

普及しなかったという説明がありまして、今年で２０１９年を迎えているわけですが、長

きにわたり進展しなかった中で急速にＩＣＴのほうの技術が進んできた、そうした環境変

化を認識すべきではないかと考えております。 

 そうした技術進展を踏まえつつ、健常者と聴覚障害者等の方々の電話利用環境の違いを

埋める上でどうすべきかが問題となります。1 つはオペレーターを介した電話リレーサー

ビスをずっと維持していくという、形式を重視する考え方、もう 1つは聴覚障害者等の方々

の個別の状況を踏まえながら、実質的に同等の環境を達成できる多様な方法を検討すべき

という考え方があるかと思います。私は後者が妥当ではないかと考えております。 

 例えば「みえる電話」、「こえとら」、その他類似のサービス、こうしたサービスについ

ては使えないという意見や、電話リレーサービスとは違うという意見が出ているところで
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ありますが、今の電話リレーサービスと違うからだめとか、現時点で使えないからだめと

いうのではなく、技術は改善して進展していくことを認識しつつ検討を進めていくべきと

いうのが私の意見となります。 

 技術進展による聴覚障害者等の方々の支援や柔軟な観点から、将来的なリレーサービス

のあり方を考えるべきということを再度申し上げておきます。 

 以上です。 

【酒井主査】  どうもありがとうございました。 

 それでは、山本構成員、よろしくお願いします。 

【山本構成員】  電気通信事業者協会の山本でございます。 

 前回の委員会の後、関係者の間で実務者打ち合わせというものが開かれ、本日資料とし

て出されておりますような一定の取りまとめがされたということかと思います。この間そ

の実務打ち合わせにかかわられていた関係者の皆様に、大変短期間にいろいろご検討いた

だいたという点で、ご尽力に敬意を表したいと思う次第でございます。 

 この実務者打ち合わせの結果として、いろいろなことが大分明確になってきたという感

を持っております。前回の委員会のときに、私は途中参加ですので、初めての参加だった

のですけれども、まだ報告書の内容について、多々今後検討すべき課題があると申し上げ

たところが、全てというわけではありませんが、かなりの部分はこの今日の取りまとめの

中で方向づけ、あるいはその大枠が決まってきたということであろうかと思います。 

 その上で、ただ実際に総務省からもご説明があったように、この制度化、法案づくりと

いう作業がまさにこれからあるわけでございましょうし、それから、それとともにこの実

務者取りまとめの紙にありますようなシステム開発、その他さまざまな検討課題について

は、引き続き並行して取り組んで、その形をつくっていくということになろうかと思いま

す。 

 そういう意味では、まだこれから検討すべき課題が少なからず残っているということは

変わっておりませんけれども、かなりめどが立ちつつあるという点は評価させていただき

たいと思いますし、この報告（案）を含め、内容については、私も十分理解でき、また賛

成させていただける内容ではございます。 

 その上で、電気通信事業者の会員からなる当協会といたしましては、そういう業界団体

という立場で、関係する通信事業者の意見を取りまとめていく、それは必要に応じてとい

うことですけれども、そういう立場を今後発揮させていただきたいと思いますし、またも
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う一つ、通信料金の支援と申しますか、その利用料の観点に関しましては、ユニバーサル

サービス制度を現在実施する機関という立場もございますので、今回これに類似する制度

をつくられるという意味では、私どもが今業務としてやっていることも経験として、いろ

いろ参考として提供できることをお話しさせていただくこともあろうかと思います。 

 そういうことも含めまして、関係する皆様とともに、当協会としても今後とも引き続き、

この検討、そして制度、またサービスの実現に向けて取り組む一端を担わせていただきた

いと考えているところでございます。よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

【酒井主査】  どうもありがとうございました。結構時間が押しているのでよろしくお

願いいたします。 

 では続きまして、石井靖乃構成員、よろしくお願いします。 

【石井（靖）構成員】  日本財団の石井です。手短に申し上げます。 

 今日お示しいただきました案には賛成です。その上で、２つだけ意見を申し上げますと、

１つはもう先ほどから先生方がおっしゃっていたようなことなんですが、テクノロジーと

人の支援の関係ですけれども、その場、その場でベストな組み合わせで支援を行っていく

ということが、基本的な考え方でいいのではないかと思います。 

 その判断の基準になるのが、もちろんコスト面ですとかいろいろあると思いますけれど

も、当然利用なさる当事者のニーズがあると思います。その当事者と言ったときに、障害

当事者もあれば、電話ですから、もう片方は耳の聞こえる人ですから、そちらのニーズと

いうのもやっぱりきっちりと勘案しなければいけないと思います。 

 もう一点は、それにも関連しますが、資料８－３の②のところなんですけれども、徴収・

交付を行う者と、それから電話リレーサービス提供事業者というのが２つ書かれておりま

して、先ほどから、当事者の意見をどういうふうに反映させるかということがちょっと話

題に出ていましたけれども、基本的にはサービスを提供する側とサービスを受ける側は、

一緒になっていないほうがいいんではないかと私はちょっと思います。 

 ということで、例えばなんですけれども、この徴収・交付を行う者というところなのか、

あるいは総務省さん直接なのかわかりませんけれども、一定程度定期的に、電話リレーサ

ービスを含めた電気通信のアクセシビリティそのものに関する、何か意見を聴取するよう

な場ですとか、議論するような場のようなもの、電話リレーサービスだけに限ったことで

はなく、もうちょっと何らかの話し合う枠組みのようなものを設けていただければいいの
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ではないかと思いました。 

 以上です。 

【酒井主査】  どうもありがとうございました。 

 それでは続きまして、石原構成員、よろしくお願いします。 

【石原構成員】  聴力障害者情報文化センターの石原です。 

 私は、この８－２の資料の４ページ目の③のオペレーターの養成・確保、ここのところ

について３点ほど、ご質問あるいは意見を述べたいと思います。 

 まず、スタートの時期が２０２１年４月からと確定できたことは大変うれしく思うんで

すけれども、このオペレーターの養成、それから確保について、この文面によりますと、

「既存の電話リレーサービス事業者等はオペレーター養成・確保に協力し」とございます。

ただ養成と確保というのは、そう簡単にできるものなのかということの懸念がございます。 

 ２０２１年４月までというのは、１年と４カ月しかありませんので、おそらく養成につ

いては、先ほどの川森委員からのご指摘もありましたように、これまでの手話通訳者、要

約筆記者が受けてきたトレーニング以上のものが必要となってくると思いますし、あるい

はそのストレスが生まれたときにどのように解決するシステムをつくっていくのかという

ことも含めて、カリキュラムなり養成システムを早急につくらなければならない。それが

可能なのかどうかということのご確認です。 

 そして、次に２つ目には、事例検討の場が必要ではないかと思っています。今の石井委

員からのご発言の最後のところにありましたように、開かれた形での議論の場が、今後も

継続して必要ではないかと思っています。と申しますのは、この電話リレーサービスはも

う既に長い間行っていますので、各事業所ごとには、どんなところが問題として浮上して

いたのかということについての記録なり検討というのはされてきたと思うんです。ただそ

れが、当事者団体のほうにかかわっての議論には膨らんでいないような気がします。 

 やはりこの公共インフラという観点から考えますと、当事者を抜きにしての議論は不適

切だと思っておりますので、当事者も含めた形でのケース検討という場が必要ではないだ

ろうか、そういう場を設けることによって、養成・確保した若いオペレーターたちが、生

涯かけてこの仕事に取り組むことに、誇りと喜びを持ってかかわっていくことができるん

ではないだろうかとが懸念されています。 

 それから、時間がないようですのでここまでといたします。 

【酒井主査】  よろしいですか。重要なことなので、もし今お答えできることあったら、
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よろしくお願いします。 

【佐伯企画官】  検討の場が必要ではないか、当事者含め、いろいろな方々の声を聞く

場が必要ではないのかという点につきましては、引き続き検討していければと考えており

ます。 

 養成・確保の点につきましては、厚生労働省のほうから何かございましたらよろしくお

願いいたします。 

【塩野課長補佐】  厚生労働省でございます。養成についてはなかなか短期間で難しい

というのはご指摘のとおりかと思いますが、一方でさまざまなスケジュールが決まってい

くということでございますので、開始時点で完璧な養成体制、また人数が確保できるかど

うかというのはまだ未確定ですが、今、既存の日本財団さんのプロジェクトのほうでやっ

ていらっしゃるオペレーターの方々なども、マンパワー、スキルを中心に、先ほどろうあ

連さんからのお話もありましたように、養成プログラムなどの研究を進めておりますので、

並行で、この電話リレーの運営がうまくいくような養成の仕組みというのを進めていきた

いと思います。 

【酒井主査】  どうもありがとうございました。 

 それでは続きまして、今井構成員、よろしくお願いします。 

【今井構成員】  ありがとうございます。ＣＩＡＪの今井でございます。 

 まず最初に、電話リレーサービスが進んでいる欧米に対して、キャッチアップする方向

に向かうことになったということは、大変すばらしいことだと思います。 

 その上で２点ほど課題についてコメントさせていただきます。まず１つは、２０２１年

４月というと、もう残された時間はそんなに多くないわけで、特に開発という視点で考え

ますと、まずはイニシャルの開発コストであるとか、ランニングのコスト、そういったも

のを、事業の当事者も含めて見積もっていくことが必要になるのではないかなと思います。

それが資料の中にもありました、拠出すべき金額の明確化にもつながっていくんだろうと

思います。その中で、多くの技術的な検討を短い時間の中でやらなければいけない状況か

と思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 もう一つは、電話リレーサービスの言葉とか内容の周知ということであります。ご意見

の中にも多くありましたけれども、特に健常者も含めた国民一般に対する周知という部分

です。電話リレーサービは、決してまだまだ世の中で非常によく理解されている言葉では

ありません。資料の中にもありましたように、健常者が発信者にもなり得る、あるいは着



 -25- 

信者にもなり得るという状況において、電話リレーサービスが、そもそもどんなものなの

か理解がされている必要があります。健常者は、発信はしなければいいんですけれども、

着信のときは、着信を受けた健常者が、全体のサービスを理解していないと、普及に対し

て大きな妨げになり得るのではないかと思っていますし、場合によっては先ほどの開発に

含まれるかもしれませんが、システムに何らかのことを組み込んでいかなければならない

かもしれないという意味も含んでおります。 

 いずれにしても当協会としましては、電話リレーサービスの提供事業者さんなのか、電

話提供の事業者さんなのか、どちらかを通しての貢献になるかと思いますが、技術、ある

いは製品やシステムの開発を通じて貢献していければと思っていますので、どうぞよろし

くお願いいたします。 

 以上です。 

【酒井主査】  どうもありがとうございました。 

 それでは続きまして、近藤構成員、よろしくお願いいたします。 

【近藤構成員】  研修センターの近藤です。もう時間がございませんので手短に２点ほ

ど。 

 １つは利用用途のところで、高齢者とそれから法人の関係で、結局フリーだ、どこでも

いいよということになったのは、非常に大きなことだと思います。特に聴覚障害者の管理

職の登用について、電話できないということが一つ大きなネックになっているのはよく耳

にすることでありまして、これがフリーになっていくということは非常に大きなことでは

ないかと思っています。 

 あわせて高齢者ということになりますと、高齢難聴者ということになるんでしょうけれ

ども、ここではさまざま今、難聴じゃない高齢者でも、いろんな電話上のトラブルが起こ

っている一般の社会情勢があります。そういう点で、消費者保護といいますか、利用者支

援といいますか、そういった観点での仕事が一つ必要なんじゃないかと。これは厚労の仕

事になるかもしれませんけど、例えば地域生活支援事業の中に、そういうＩＴ支援みたい

な利用者支援のような事業を組み入れていくということも、一つの考え方じゃないかと思

います。 

 ２つ目ですが、先ほど川森先生からもございましたけれども、オペレーター事業という

のはこれまでの通訳の枠とは違うものでありまして、非常にストレスフルな仕事であると

いう点で、そのオペレーターの労働条件とか雇用条件というのは、事業者任せになるとい
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うのが基本だろうと思いますけど、今後の方向として、現に事業を行っているものもござ

いますので、そういう経験も踏まえて、資料８－３では、総務大臣が電話リレーサービス

提供事業者に対する監督ということが書いておりますけれども、こういう監督業務を含め

て、まずは事業者の自主規制みたいなものを事業者間で話し合ってつくっていく、ルール

化していくということも必要なんじゃないかと考えます。 

 以上です。 

【酒井主査】  どうもありがとうございました。せかしてしまい済みません。 

 それでは続きまして、西角構成員、よろしくお願いいたします。 

【西角構成員】  三菱総研の西角です。このたびは精力的に検討を進めていただいたと

いうことでありがとうございました。２０２１年度から開始ということで、イメージが具

体的に見えてきましたので、このテーマにかかわってきたものの端くれとして非常にうれ

しく思っております。 

 私からは、サービス提供の費用と効率性について１点だけコメントさせてください。サ

ービス提供機関は、今回募集による決定ということでございますけれども、仮にその１社

が継続的に指定されるような形になりますと、ある意味で国のお墨つきを受ける形で、独

占に近いような状況が生じるかと思っております。これについて、１つは既存の事業者を

含め民業等の圧迫にならないように、業務範囲等について留意をすることが必要ではない

かと考えております。 

 それからもう一点ですけれども、その独占の弊害ということです。独占の弊害が起きな

いようなチェックが必要かなと思っておりまして、懸念しておりますのは、１つはやはり

費用の効率化が進まないということ、あるいは新しい技術等を導入するようなインセンテ

ィブが起きにくいということです。こういうことが起きやすいので、ちょっと留意が必要

かなと思っております。 

 今回、仕組みとしてはユニバーサルサービスの交付金制度に似ているというお話もござ

いましたけれども、ユニバーサルの交付金の場合には、現状でＮＴＴ東西さんが受領者に

なっていて、ある意味でライバル会社さんから費用が高騰しないようなチェックの目とい

うか、それが光っているのが実情かと思っております。 

 この電話リレーの場合には、今回の仕組みですとなかなかそういった同業者、ライバル

からのチェックという仕組みは働きにくいかなと思っておりますし、海外の事例を見ます

と、以前もご紹介しましたけれども、米国でも同じような交付金制度がございますが、い
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わゆる事業者が高額の機器を導入、営業したりだとか、あるいは利用者のほうでも、健聴

者が字幕サービス等を使ったりとか、そういった一部モラルハザード的な状況が生まれて、

費用が膨らんでしまう。こういったこともあると聞いておりますので、日本の仕組みにお

いては、サービス提供を効率化する、あるいは新技術の導入を促すような仕組みというも

のを、国のほうでぜひ検討していただけるとありがたいなと思っております。 

 また透明性という観点からは、ぜひ運用、それから費用の状況等含めて、モニタリング

レポートみたいなものを公開するような形で進めていただけるとありがたいなと思ってお

ります。 

 以上でございます。 

【酒井主査】  どうもありがとうございました。 

 それでは、小竹様、よろしくお願いいたします。 

【全国聴覚障害者情報提供施設協議会 小竹様】  全国聴覚障害者情報提供施設協議会

の小竹です。 

 我々は電話リレーサービスの事業の担い手として、日本財団さんが２０１３年度から電

話リレーサービスを開始した時期から、事業の担い手としてかかわってきました。我々は

当初は、聴覚障害者の利便性、電話を使えないことの課題であったりとか、必要性を感じ

つつ、担い手がどこにあるんだということになると、我々しかないというところでかかわ

ってきたんですけれども、今回、制度化のイメージがきちんとでき上がったということで、

個人的にもうれしく思っておりますし、事業にかかわってくる中で、一定の役割が果たせ

たのかなと思っております。 

 これまでにも厚生労働省のほうから予算がついて事業を担う施設も増えまして、これか

らどうなっていくんだというところがあるんですけれども、制度が変わっていったとしま

しても、情報提供施設というか、それを運営しているセンターといいますか法人といいま

すか、事業者になるんですけれども、引き続きこの制度が変わることによってサービスが

後退しないように、スムーズに移行できるように考えて協力していきたいと思っておりま

すし、オペレーターに関するところでも、これまで事業にかかわってきた者としましては、

養成なりそれから人材確保等、問題あるかと思いますけれども、引き続き協力をしていき

たいと思っております。その制度が変わる中で、その事業を担ってきた施設でありセンタ

ーも引き続きかかわれるような仕組みをちょっと考えていただきまして、スムーズな移行

を検討していただきたいなと思っております。 
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 一つ資料のところでちょっと確認なんですけれども、資料８－２の用語のところで、電

話リレーサービス提供機関あるいは電話リレーサービス事業者とありますけれども、資料

８－３を見ますと、電話リレーサービス提供事業者となっているんですけど、これは提供

機関と考えてよろしいんでしょうか。その下の手話通訳事業者等というところが電話リレ

ーサービス事業者として資料８－２の用語で考えたらいいのかというところ、ちょっとわ

からないので教えていただきたい。それと、もしその電話リレーサービス提供機関が公募

というか募集ということになるかと思うんですが、今後、電話リレーサービスが公共イン

フラとして皆さんで使っていく段階において、何ていうんですかね、今で言う日本財団電

話リレーサービスというような言い方で電話のオペレーター業務をするのもおかしいです

し、この電話リレーサービス提供機関がどういう事業者なり機関であっても、きちんとし

た公共のインフラである、サービスであるということを国民の皆さんに知ってもらえるよ

うな使い方というんですか、サービスを考えていただきたいなと思っております。 

 以上です。 

【酒井主査】  どうもありがとうございました。 

 ちょっと用語等の確認はよろしくお願いします。 

【佐伯企画官】  事務局でございます。資料８－３でいうところの、ちょっと黒抜きの

電話リレーサービス提供事業者というところでございますが、紛らわしくて恐縮でござい

ますが、こちらが公共インフラとしての電話リレーサービスを提供する者でございますの

で、ちょっと資料８－２と用語に紛れがあったのは申しわけございません。電話リレーサ

ービス提供機関と８－２で書いてあるところが、８－３でいうところの電話リレーサービ

スの提供事業者というところになる形でございます。 

【酒井主査】  よろしいでしょうか。 

 それでは続きまして、三浦様、よろしくお願いいたします。 

【プラスヴォイス 三浦様】  株式会社プラスヴォイス三浦と申します。 

 電話リレーサービス事業者という立場で２点ほどお話をさせていただければと思います。 

 今、先生方からも幾つか出ていたように、私の会社も２００２年に電話リレーサービス

の事業化に向けて総務省の支援をいただいて活動を行ってきて１７年たちました。それで、

その中で時間がかかってしまった要素とかを振り返っても、いよいよ始まるなということ

で非常にうれしく思っています。 

 その中で、我々の質問も出させていただいた中に、オペレーターの性別を云々というこ
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とも書かせていただいたことがあったんですが。これ川森先生のお話の中にもありました

とおり、これは今の技術を使って男性の声を女性にしたりとか、あとはアバターを使って

通訳者を特定しないというような技術というものもあるかと思っています。このようなこ

とから、２０２１年のスタートであるんですけれども、プレーヤーはいろいろいると思い

ます、サービスを提供する者、システムを開発する者、そういった方々が協力しながら、

できることから実現に向けて進んでいただければなと思っています。 

 それともう１点ですね、今、小竹さんのほうからもお話がありましたとおり、電話リレ

ーサービス提供機関とサービス事業者、我々事業者という立場であります。ここで、今我々

の事業として行っておりますので、既存のオペレーターであるとかお客様であるとか、そ

ういった方々に迷惑がかからないような形で進めていく方法、これもぜひご検討いただき

たいなと思っております。 

 以上です。 

【酒井主査】  どうもありがとうございました。 

 それでは続きまして、大木様、よろしくお願いします。 

【シュアール 大木様】  株式会社シュアールの大木と申します。このたびはオブザー

バーという立場ですので、賛成・反対ということを言う立場ではございませんけれども、

このような形ですばらしい内容をまとめていただいたということに関して感謝を申し上げ

たいと思います。 

 我々も先ほどの三浦さんと同じくオペレーター業務を行っている事業者という立場で、

２点ほどお話をさせていただければと思います。 

 １点目は、近藤構成員もおっしゃっていらっしゃいましたけれども、オペレーターの養

成というのはほんとうに大変だと思いますし、新しい内容がどんどん加わってくるところ

になってくるかと思います。これまでの手話通訳の養成の流れの中では学ぶことのなかっ

たこと、直面することのなかったものというものが当然多くあります。その中で、川森委

員や先ほど三浦さんもおっしゃってましたけれども、技術によってそういったストレス等

を削減できるところはあるかとは思うんですけれども、どうしてもその技術が追いつくま

で、ないしはあったとしても当然新しく生まれてくるストレスに対しての対応というもの

が求められてくると思いますし、ストレスだけにかかわらず、新しいスキルが求められて

くるというところは当然あると思いますので、そういった面を今後どういうふうにやって

いくのかということは、改めてご検討いただきたいと思います。資料のほうでも、養成が
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必要だ研修が必要だということは記載があるんですけれども、まだまだその部分に関して

はこれからというふうに受け取っておりますので、そういったところも進めていただけれ

ばと思います。 

 今のところの話とつながる２点目なんですけれども、まだまだ具体的に例えばオペレー

ターセンターをどういうふうな、仕組みはＷｅｂＲＴＣという話はありましたけれども、

どういった環境で行っていくのか。例えばですけれども、オペレーターは全員自席に座っ

ているのか、あるいは何個か端末があって移動するのかとか、文字と手話を両方やってい

る事業者があれば、それは同じオペレーターが兼任するのかといったような、細かいとこ

ろに関してはまだまだ議論が詰められていないという部分だと思います。それによっても

当然求められてくるスキルや状況は変わりますので、そういった中で細かいところに関し

ての進め方というものも、改めて今後検討いただければと思っている次第です。 

 やはり、これを担うオペレーターの方たちの保護、それは単純なるストレスだけではな

くて、待遇面というところも資料にはございましたけれども、そういったところを含めま

して、今後もこれを担っていくオペレーターがいないと、いくらいい仕組みができてもそ

のサービスを利用できない形になってしまうと思いますので、そういったところもぜひ皆

様にはご検討いただければと思います。 

 以上になります。ありがとうございました。 

【酒井主査】  どうもありがとうございました。 

 それでは続いて黒田様、よろしくお願いします。 

【日本電信電話 黒田様】  ＮＴＴでございます。私からは２点、申し上げたいと思い

ます。 

 今回、こうした方向性が整理されたことを踏まえ、我々としても、さまざまな技術的な

サポート等も含めて、今後実現に向けて協力してまいりたいと思っております。電話リレ

ーサービスをサステナブルに提供するにあたっては、関係事業者が連携・協力していくこ

とが不可欠だと思っています。 

加えて、法改正や政省令の改正など、立ち上げの段階においては、総務省さんあるいは

厚生労働省さん、国が主導的に引っ張っていただくということは、もちろん今やっていた

だいていると思いますが、今後実装していく段階あるいは運用していく段階でも、おそら

くさまざまな課題や声等が出てくると思いますので、そこはぜひ、国のほうでもフォロー

していただきたいというのが１点目のお願いでございます。 
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 もう一つ、先ほど来、少し技術の話が出ていました。それについてフォローの情報とし

てコメントさせていただきます。 

 先ほどお話の出ておりました「みえる電話」でございますが、2016年10月よりトライア

ルサービスとして提供開始し、約2,000名の方にご利用いただいておりました。今年3月か

ら本格サービスを提供開始し、私がプレゼンテーションさせたいただいた4月には5,000程

度のダウンロード数となりました。その後、月に約1,000ずつダウンロード数も増え、今は

13,000に達しております。かつ、トラフィック交流も徐々に増えていっているということ

で、先ほど来、お話が出ていたように、100点満点のものにまで至っていないということは

我々も重々承知しておりますが、お客様にご評価いただき、少しずつご利用が増えている

ところでございます。 

 また、お客様とのユーザーインターフェイスについて、変えられるものはどんどん改善

していこうということで、例えば、お客様の会話の中でどこか間違いがあったのではない

かということを後でも確認できるよう、会話履歴を保存する機能など、今後もできるもの

から順次開発していきたいと考えております。 

 いずれにしても、技術が万能ではないことは我々も承知しておりますが、電話リレーサ

ービスだけでなく、「みえる電話」、電話リレーサービスにおけるリスピーク機能の開発・

活用等、技術を用いた対応手段を増やしていくことで、お客様が選択できるものを、いろ

いろ多様な形で用意していくことが重要だと考えております。我々電気通信事業者として

も、そうした観点でも努力してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

【酒井主査】  どうもありがとうございました。 

 続きまして、関田様、よろしくお願いいたします。 

【ＫＤＤＩ 関田様】  ＫＤＤＩでございます。 

 １点だけコメントでございます。資料８－３の中で①のところ、基本方針の策定という

ことで、この中で定められます責務について我々も全うしていって、このサービスの実現

に協力していくのかなと思っておりますが。その中で、書かれております技術的な協力等、

電話事業者がやる内容につきましては、どこまでやるのかといった協力の範囲みたいなと

ころ、これがもし費用負担を伴うということでありましたらば、その整理についてはこの

②で書かれております拠出金、この関係も含めまして整理が必要なのではないかなと思っ

ておりますので、このあたりの議論を今後させていただければなと思っております。 
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 以上でございます。 

【酒井主査】  どうもありがとうございました。 

 それでは齊藤様、よろしくお願いいたします。 

【ソフトバンク 齊藤様】  ソフトバンクの齊藤です。これまで関係いただいた方々、

皆様、ありがとうございました。 

 費用負担の考え方の部分についてはＫＤＤＩ様と同じ意見でございます。それ以外に、

今後サービス実装に向けて多々検討点あるかと思いますが、引き続き協力させていただき

ますので、よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

【酒井主査】  どうもありがとうございました。 

 それでは最後に私のほうからもコメントさせていただきます。 

 私も電話リレーサービスというのは、単に２者間の会話をどうやって可能にするか、そ

れが一番重要だと思ったんですが、それと同時に、通常電話が持っております緊急通報な

りの機能を充実するとか、あるいはご指摘もありましたけど、オペレーターに人が介在し

た場合には本人認証とか、場合によると通訳者の性別指定のご希望、こういうように通信

に人が介在するということの課題もかなりあることがよくわかりました。 

 本日は事務局から資料８－１でパブリックコメントについてさまざまな意見の紹介があ

りました。また本日の委員の方々からも、特に新しい技術を入れる際に対しましては、ど

こまで入れたらいいのか、どういうスペースでという話、必ずしも一致したご意見じゃな

かったかもしれませんけれども、そういったご意見がございました。こういったご意見に

耳を傾けながら、可能なものを段階的に導入していくという考え方で、まずは本ご報告の

とおり、公共インフラとしての電話リレーサービスの実現に向けて取り組みを進めていく

ことが重要と考えます。 

 このワーキンググループでは、さまざまな分野の専門的な知見のある構成員の皆様の意

見を踏まえまして、電話リレーサービスの実現に向けた基本的方向性を示し、サービス実

現に向けた取り組みをスタートさせる案ができたことは、大変意味のあることだと思って

おります。 

 また、資料８－２のほうにありますが、実務者レベルの検討も進んでいるということで、

電気通信事業者、電話リレーサービス事業者などの実務者の方々には本報告で示している

課題を解決し、公共インフラとしての電話リレーサービス実現、さらにはその改善に向け
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て引き続きご協力いただきますようお願いいたします。 

 最後に資料８－３で、電話リレーサービス制度化のイメージ、こういった説明もござい

ました。 

 本報告書を踏まえて、今後、総務省、厚生労働省におきましては、具体的な制度整備の

検討を含め、公共インフラとしての電話リレーサービスの実現に向けて、着実に取り組み

を進めるよう期待いたします。 

 それでは結構時間がきておりますけど、最後に追加、何かご意見ございますでしょうか。

まだ少しは大丈夫ですので。途中でせかしてすいませんでした。 

【加納主査代理】  今、主査がおっしゃったように、この場合は聴覚障害者ですけど、

これからますますグローバル化が進んでくると、言語が異なる人の間でのコミュニケーシ

ョンを仲立ちするというんですか、そういう通訳サービスがますます重要になってきて、

今回のこれは電話リレーサービスとして聴覚障害者の方のコミュニケーションができるよ

うに国がサポートしたわけですが、私はこういう形の通信は、つまり間に人が介して、通

訳者を介して通信する形は、今後ますます増えてくるのではないかと。その形が今回でき

たという。おそらく技術的には同じ方法で実現されるんじゃないかと思うんですよね。そ

れで、もちろんそれには自動翻訳なんかに使われている技術がどんどん使われるというこ

とで、そういう、これから必要となる新しい電気通信の形が顔を出し始めたのかなと思っ

ています。 

 以上、感想です。 

【酒井主査】  どうもありがとうございました。 

 それでは、本日配付されている最終報告書、（案）となっておりますが、本日いただいた

ご意見などを踏まえて、特に追加修正しなければいけないということもなかったと思いま

すので、所要の手続き後、意見公募結果とともに、報告書を報道発表すると聞いておりま

す。今後報告書の形式的な修正などが発生した場合には、事務局とも相談の上、主査の私

にご一任いただけますでしょうか。 

（「異議なし」の声） 

【酒井主査】  よろしいでしょうか。それではそのようにさせていただきます。 

 最後に事務局のほうから連絡事項をお願いいたします。 

【長谷川課長補佐】  事務局の総務省の長谷川です。 

 本日の議事概要につきましては、別途ご照会させていただきますので、ご確認をお願い
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いたします。 

 以上です。 

【酒井主査】  それでは、これでワーキンググループを終了いたします。構成員の皆さ

んにおかれては、報告書の取りまとめに精力的にご議論をいただき感謝申し上げます。本

年１月以来だと思いますけれども、長期間にわたり、大変ありがとうございました。 

 

 


